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Ⅰ　平成１８年度行政評価の概要

１．平成１８年度行政評価の基本的考え方
　今年度の行政評価については、合併終了後の新会津若松市としての全施策・全事務事業の評価を通して、長期総合計画の進行管理・検証を行い、さらには行財政の再建を図り、今後の市政運営の重点化・戦略化を進めるとともに、次年度に向けた予算の総枠配分に連携させることを目標とした。

２．施策体系のとりまとめ
　合併後の新市としての全施策・全事務事業を評価するところから、第５次会津若松市長期総合計画の政策を踏まえた施策体系をとりまとめることとし、体系表に位置付けられた施策・事務事業を、行政評価の対象として取り組むこととした。
　その際、旧北会津村、旧河東町から引き継いだ事務事業についても、施策体系に位置付けたところである。

３．評価の取り組み
(1) 評価主体

　評価主体は、施策・事務事業に最も精通している各部を基本とし、「経営戦略会議」において最終決定した。
(2) 評価方法
①　施策評価

　施策評価については、施策における成果目標を設定し、それに対する達成度を検証することにより評価を行うとともに、あわせて施策を構成する事務事業について、休止・廃止・終了などポイントとなる事務事業の検討を行い、施策内における事務事業の優先順位の確認を行うこととした。
②　継続事務事業評価

　施策評価と同じく成果目標を設定し、それに対する達成度をみながら各部マネジメントによるゼロベースからの評価・検証を行い、次年度における事務事業の重点化・戦略化を図ることとした。

③　新規事務事業評価

　次年度取り組むこととする新規事務事業については、事務事業のスクラップアンドビルドを基本としながら、有効性・必要性・妥当性等を施策における他の既存事務事業と比較しながら判断した。
４．外部評価の取り組み
　第三者の視点による評価の客観性・信頼性・公平性を確保する観点から、引き続き外部評価に取り組み、その結果を最終評価の参考としたところである。
　外部評価の結果については、別冊「平成１８年度外部評価結果報告書」のとおりである。
５．実施体制と実施スケジュール

　今年度の評価実施体制及びスケジュールについては、次のとおりである。

	
	各部評価
	外部評価
	経営戦略会議

	実施機関

実施時期
	主管部課
	外部評価委員会
	行政評価推進会議
（※１）

経営戦略会議（※２）

	５月
	各部評価実施
	
	

	６～７月
	
	外部評価委員選任
	・行政評価推進会議における各部ヒアリング

・経営戦略会議における外部評価対象選定

	７～８月
	
	外部評価実施
	

	９月
	
	外部評価結果報告
	

	１０月
	
	
	経営戦略会議において最終評価決定

	１１月
	行政評価結果全体公表


※１　三役、企画政策部長、財務部長、総務部長で構成

※２　三役、教育長、水道事業管理者、各部長等で構成

　今年度の行政評価については、１０月に最終評価が決定したところであるが、今後、その評価結果を踏まえ、総枠配分方式による予算編成において、最終調整を行い、次年度の事業構築を図るものである。
　なお、今後の社会経済情勢の変化や緊急課題の発生など、新たな行政ニーズや緊急に対応が必要とされる事業等が生じた場合には、別途市としての意思決定を行ったうえで、対応するものである。
６．評価の実施
(1) 評価の区分
①　施策評価

　施策の目的に対し、どのような成果が上がったかを、成果指標の達成度や施策目的への貢献度、施策を達成するための手段などを基本として総合的に評価した。評価については、「拡充・維持・縮小」のいずれかを明示し、その所見を記載した。

②　事務事業評価

　継続事業については、上位の施策目的達成のための手段として、どのような事務事業を実施し、かつ成果をあげているかを判断するため、活動指標及び成果指標の達成状況と、事業の有効性・公共性・効率性・必要性の視点から総合的に評価した。
　評価結果に基づく今後の当該事務事業のあり方については、「拡充・維持・縮小・統合再編・休止・廃止・終了」のいずれかを明示し、その所見を記載した。
　また、新規事業についても、施策目的実現に対する貢献度等を考慮しながら、行政関与の妥当性・必要性・公平性の視点から「Ａ・ｂ・ｃ・ｄ・ｅ」の５段階評価を行い、その所見を記載した。

(2) 評価基準

①　施策評価基準

	評価
	考　　え　　方

	拡充
	施策として政策実現への貢献度が認められる場合において、成果指標の推移や施策を取り巻く環境から、今後も拡充すべきと判断される場合

	維持
	施策として政策実現への貢献度が認められる場合において、成果指標の推移や施策を取り巻く環境が安定しており、今後も現状を維持すべきと判断される場合

	縮小
	施策を取り巻く環境の変化などから施策の必要性や成果指標が下降しており、政策への貢献度が低く、今後縮小すべきと判断される場合


②　継続事業評価基準

	評価
	考　　え　　方

	拡充
	事業実施にあたり、事業の推移・内容等から事業の拡充を図るべきと判断される場合

	維持
	事業の推移、有効性、効率性等から今後も維持すべきと判断される場合

	縮小
	事業実施にあたり、事業の推移・内容等から事業の縮小を図るべきと判断される場合

	統合・再編
	事業実施にあたり、事業の内容が同様のものがあり、事業の統合を図るべきと判断される場合又は事務事業の再編を図るべきと判断される場合

	休止
	財政上の理由や事業を取り巻く環境等から一時的に事業実施を中止する場合

	廃止
	社会経済状況の変化により、市民ニーズが薄れている場合又は事業の必要性はあるものの、行政関与の必要性が薄れ、民間等において必要なサービスを提供することが、効率的・効果的にサービス提供が可能な場合

	終了
（終期到来）
	事業そのものの目的が終了したと判断される場合


③　新規事業評価基準

	評価
	考　　え　　方

	Ａ
	市の事務事業として重点的に実施すべき事務事業

	Ｂ
	事務事業の精度を高め、新年度に実施すべき事務事業

	Ｃ
	必要性は認められるが、事務事業の手法等に問題があるため、その問題を解決したのちに実施を検討すべき事務事業

	Ｄ
	必要性は認められるが、事務事業を実施すべき緊急性が認められない事務事業（緊急度が高まった段階で検討すべき事務事業）

	Ｅ
	行政が関与する必要性が認められない事務事業、実施すべき必要性・緊急性が認められない事務事業


Ⅱ　評価結果
１．評価結果の概要
　今年度の評価結果の概要については、次のとおりである。

	項　　目
	件　数
	計

	施策
	拡充
	２９件
	２４５件

	
	維持
	２１３件
	

	
	縮小
	３件
	

	事務事業
（継続）
	拡充
	４１件
	８８６件

	
	維持
	８００件
	

	
	縮小
	８件
	

	
	統合・再編
	７件
	

	
	休止
	３件
	

	
	廃止
	４件
	

	
	終了
	２３件
	

	事務事業
（新規）
	Ａ
	７件
	３５件

	
	Ｂ
	２７件
	

	
	Ｃ
	１件
	

	
	Ｄ
	０件
	

	
	Ｅ
	０件
	

	総計
	１，１６６件


２．評価結果一覧及び評価内容
　評価結果の一覧及びその評価区分は別表のとおりである。
　なお、評価の詳細は、附属資料「施策評価票」「事務事業評価票」のとおりである。
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